
(１)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法
律第123号。以下「法」という。）第５条第７項に規定する生活介護（以下「生活
介護」という。）に関すること。

(２)法第５条第12項に規定する自立訓練に関すること。

(３)法第５条第13項に規定する就労移行支援に関すること。

(４)法第５条第14項に規定する就労継続支援に関すること。

(５)法第５条第15項に規定する就労定着支援に関すること。

(６)その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。

(１)身体障害者更生相談所としての業務

(２)知的障害者更生相談所としての業務

(３)精神保健福祉法第６条第２項第１号、第２号、第５号及び第６号に掲げる精
神保健福祉センターとしての業務

(４)高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する専門的な相談に関するこ
と。

(５)高齢者、障害者、障害児等に対する専門的な診断、検査及び評価に関するこ
と。

(６)高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する介護方法の指導、健康指
導その他の便宜の供与に関すること。

(７)その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。

(１)高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する専門的な相談に関するこ
と。

(２)高齢者、障害者、障害児等に対する専門的な治療、訓練、検査及び評価に関
すること。

(３)高齢者、障害者、障害児等及びその介護者に対する介護方法の指導、健康指
導その他の便宜の供与に関すること。

(４)高齢者、障害者、障害児等に係る福祉用具の普及の促進に関するこ
と。

(５)その他設置目的を達成するために必要な業務に関すること。

(１)法第５条第１８項に規定する一般相談支援及び特定相談支援に関すること。

(２)法第５条第２７項及び川崎市地域活動支援センターＡ型運営事業実施要綱に
規定する地域活動支援センター（ただし、第５条第４項は除く）に関すること。

(３)川崎市精神障害者地域移行・地域定着支援体制整備事業に係る業務に関する
こと。

(４)関係機関のバックアップや、地域拠点として地域全体の支援やサービスの質
の向上に資する取組に関すること。

(５)共用会議室を利用した交流促進事業に係る業務に関すること。

(６)その他当該施設の設置目的を達成するために必要な業務に関すること。

※ここでいう「条例」は、「川崎市総合リハビリテーションセンター及び障害者福祉施設条例」をいう

施設名 業務内容 実施
主体

１
階

中部日中活動センター
（条例第31条～第39条）

２
階

　中部リハビリテーションセンター内全事業一覧
　（川崎市中原区井田３－１６－１に置く施設）

中部在宅支援室
（条例第24条～第30条）

中部地域支援室
（条例第20条～第23条）

指
定
管
理

公
　
　
営

指
定
管
理

中部地域生活支援センター
（条例第40条～第57条）
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